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特集＞＞＞　建設施工における事故，ミス，トラブル防止

移動式画像解析搭載ネットワークカメラ
屋外ですぐに使える AI カメラ　MICS-AI

小　幡　小百合・小　幡　祐　己・岡　田　広　幸

一般的な監視カメラは，有線接続での使用を前提としており，有線接続が難しい屋外での利用は想定さ
れていない。そのため，工事現場向けに屋外利用を前提として，LTE 接続を用いる工事現場向けのカメ
ラが広く普及してきた。更に現場での専門職者や管理などで人員が確保できなくなってきている状態もあ
り，必要な情報をカメラに覚えさせることで人手不足の解消に繋がるとして現場で使えるカメラの構築に
取り組んでいる。

本研究では，AI 処理をカメラと独立した環境で行うシステムと比較し，工事現場向けのカメラに AI
処理機能を搭載する場合に考慮すべき事項を整理した。
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1．はじめに

国土交通省が，2016 年 4 月に建設現場の生産性向
上を目的に掲げ，i-Construction1）（以下，アイ・コン
ストラクション）の取り組みをスタートさせて，6 年
が経過した。ICT を駆使して，建設業界の生産性を
向上させようという取り組みである。大規模な建設機
械は，GPS アンテナを搭載し，制御用 PC 等のシステ
ムが整備され，経験が少ないオペレーターでも操作が
可能となっている。場合によっては遠隔操作も可能と
なっており，大幅な安全性の向上が図られている。大
規模な現場，先進的な現場では ICT の有効活用を図
り，生産性の向上が図られている一方で，人手不足は
解消されておらず，工事現場になれない作業員が配置
されることも多くなり，専門の監視員を配置すること
が難しくなってきている。そのため，効率的な現場確
認と専門の監視員の代わりとなる建設現場向けカメラ
のニーズが多くなってきている。

当社は平成 6 年に創業し，平成 20 年度経済産業新
連携認定を得て，移動式ネットワークカメラの製造販
売に着手した。研究開発には，中小機構新連携採択を
頂き，自社独自の機構を搭載した移動式ネットワーク
カメラの実用化に成功し，平成 29 年，国土交通省
NETIS-VE 認定を取得し，全国の建設現場用モニタ
リングカメラとして販売を開始した。

さらに開発を進めて，単なる監視員の補完的な機能
しか持たない移動式ネットワークカメラに AI 処理機

能を追加した，真に監視員の代わりとなりうる AI 機
能搭載型移動式ネットワークカメラを，令和 3 年度に
NETIS 登録するとともに販売を開始した。

本論文では，移動式ネットワークカメラの開発の経
緯を主に，工事現場カメラに求められる機能を論じて
いく。

2．現場カメラに求められる機能

（1）一般的な固定式の監視カメラとの違い
工事現場で利用する監視カメラは，工期の間のみ利

用できればよく，常設の固定式の監視カメラを設置す
るほどの費用をかけられない場合が多い。また，一般
的な防犯目的の監視カメラは，監視対象となる入口や
駐車場等の一定の範囲を前提としており，撮影範囲が

図─ 1　撮影範囲と画角の関係
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固定で，調整が難しい場合が多い。撮影範囲は，いわ
ゆる画素数とは関係なく，対象までの距離とカメラの
画角で変わってくる（図─ 1）。

カメラの設置の高さを 4 m，画角が 56°の場合式 1
から，地上で 5.9 m の範囲を撮影できる。

Y ＝ Xtanθ  （1）

そのため，工事進捗に従って監視対象範囲が変化す
る工事現場での利用する場合は，PTZ の機能が必須
となる。PTZ とは，それぞれ，パン（左右の動き）・
チルト（上下の動き）・ズーム（拡大縮小）を意味す
る（図─ 2）。

PTZ の機能が搭載されていれば，通常時は拡大な
しの映像で広範囲を録画して置き，注意が必要な工事
を行う場合には，PTZ の機能を駆使して，より鮮明
な画像を記録することが可能となる。

当社のモニタリングミックスを代表とする屋外利用
を前提とした移動式カメラの場合，無線通信機能を内
蔵しており，電源が確保できれば，設置してすぐに利
用可能となる。また，撮影範囲についても，当社のモ
ニタリングミックスの場合，PTZ タイプのカメラを
採用しており，見渡せる範囲であれば，設置後に必要
な向きに向けることができるため，工事の進捗に合わ
せて設置場所を順次移動させることで，常に良好な撮
影範囲，撮影方向を実現することができる。また，ク
ラウドに一定時間で撮影した画像を保存するため，レ
コーダーの設置が不要となる。

保存条件が連続動画でなければならない場合，カメ
ラにレコーダー機能を収めたタイプも提供可能となっ
ている。

当社のモニタリングミックスは，クラウド上の専用
サイトからカメラを操作することができ，現場にいな
くても進捗確認が可能である。

ただし，現状の主な通信手段となる LTE 通信方式
では，固定式監視カメラ等で主流となっている有線接

続とは違い，24 時間最高画質で動画を流しっぱなし
にできるような環境とはなっていない。次節で，現状
の通信環境について，整理する。

（2）現状の通信環境について
移動式カメラの通信契約の条件として検討が必要な

ことは，スムーズに画像を見ることができるかという
ことと，どの程度の時間利用可能かという2点となる。
（a）通信速度と画像サイズの関係
最初に通信環境における通信速度と画素数との関係

について考察しておく。
現在，一般的に利用可能な無線通信方式としては，

3G，LTE，5G の 3 種類が一般的で，5G の普及が始まっ
たところだ。3G 回線については，KDDI が 2022 年 3
月 2）から，ソフトバンクが 2024 年 1 月 3），NTT ドコ
モが 2026 年 3 月 4）にサービス終了する。そのため，
全国どこでも利用可能な通信環境としては，LTE の
みとなる。

LTE の実際の速度を測定した結果が，NTT ドコモ
をはじめとするいわゆる 3 大キャリアから発表されて
おり，NTT ドコモの場合，上り最小 2 Mbps ～最大
62 Mbps となっている。この場合の上りとは，カメラ
からクラウドサーバーの方向もしくはカメラから監視
端末への方向を意味する（図─ 3）。

上りの通信速度に着目するのは，カメラからクラウ
ドサーバー（もしくは閲覧端末）への通信量が圧倒的
に多く，逆にクラウドサーバー側から各カメラへの通
信が少ないという，個人の携帯端末の使い方とは逆の
通信特性となっているためである。個人の携帯端末の
場合，クラウドサーバー側から携帯端末への通信多
い。そのため，個人向け契約の SIM では，工事現場
向けカメラには向いていない。

カメラの画像サイズと通信速度の関係としては，監
視範囲の動きの有無により増減するので，一般的な数
値は上げられないが，参考値として，Panasonic のシ

図─ 2　PTZとは

図─ 3　通信内容の非対称性
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ステムデザインツール 5）の映像帯域の推奨の数値を
上げておく（表─ 1）。

理論値としては，VGA 画像の場合，画像サイズが
VGA の場合，
（640 × 480）×10 fps＝3,072 kbps

となる。10 fps を採用した理由は，カメラ側で 30 fps
の設定をしても，実測すると，10 fps～15 fps の値と
なっている場合が多いためである。上記設定値は，理
論値を大幅に下回るので，H.264 方式により大幅に映
像帯域が抑えられていることがわかる。

当社の標準タイプのカメラの場合，画像サイズが
SVGA（800×600）で，推奨設定値が 1,024 kbps とし
ており，LTE 通信の最小値 2 Mbps を上回ることが
ない設定となっている。

現実的には，通信帯域が確保されていても，通信エ
ラーでの再送等が起こり，実効的に使える帯域は設定
値の約半分ほどになることが多い。

モニタリングミックスが使用される通信環境は，山
奥の工事現場や，高速道路脇の通信が常に混雑してい
る場所等が多く，実測の最小値 2 Mbps を下回る通信
速度の場合でも対応できるように標準の画像サイズを 
VGA（640×480）としている。
（b）通信量の上限と画像サイズの関係
次に実際の通信環境で，一般的な LTE 契約の場合

にどのくらい利用可能かを検討する。
現場に設置したカメラを携帯端末から確認する場

合，カメラ→インターネット→携帯端末と映像が届
く。インターネット上の通信環境は想定しづらいた
め，実測した結果を示す（表─ 2）。

計測条件は，弊社のデモ機映像を弊社内の端末のブ
ラウザで表示し，カメラと端末の間で通信されたすべ
てのデータ量を約 3 分間実測した。

サンプル 1 は，社内に設置したカメラで，ほぼ動き
がない場合。サンプル 2 は，一般道路に設置したカメ
ラで，トラックの出入りがある場合。サンプル 3 は高
速道路脇に設置したカメラで，交通量が多い箇所のカ
メラとなる。

サンプル 1 の動きがない映像の場合，1 秒間に約

80 kbyteのデータ量となり，24時間表示しっぱなしで，

81kbyte × 60 × 60 × 24 ≈ 7Gbyte  （2）

のデータ通信量を消費する。サンプル 2 の一般道路
の場合，1 秒間に約 149 kbyte，サンプル 3 の高速道
路の場合，1 秒間に約 248 kbyte のデータ量となり，
それぞれ 24 時間のデータ通信量は，サンプル 2 で，
12.9 Gbyte，サンプル 3 で，21.4 Gbyte となる。

一方で，一般的に契約可能なデータ通信契約である
NTT Docomo ギガホプレミア 6）の場合，月 60 GByte
までしか使えないため，ほとんど動きがないサンプル
1 の場合でも

60GByte ÷ 7GByte ≈ 8.57日  （3）

で使い切る。
一般的に可能な LTE 契約で 24 時間接続し続ける

ことは現実的ではない。よって，工事現場向けカメラ
を利用する場合は，必要な時に画像で確認するような
使い方をすることを推奨する。

（3）将来の通信環境について
5G 回線の商用サービスが始まった 7）。ただし，現

表─ 1　Panasonic のシステムデザインツールによる推奨映像帯域 表─ 2　通信量の実測値
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状は 5G が利用可能な地域は限られる。現時点では速
度の速いミリ波ではなく，sub6 と呼ばれる LTE の上
の帯域を利用しており，20 Mbps 程度されており，通
信状態が良い時の LTE と大差ない状態である 8）。

将来的に 5G 回線の商用サービスが一般的になれ
ば，4K 映像でも対応できるようになるものと思われ
る。

通信容量についても，5G 回線契約の場合，「5G ギ
ガホプレミア 9）」のように無制限との表記がみられる
が，実際は，下り（インターネットから端末の方向）
が無制限となっており，上りが無制限に使えるわけで
はないようだ。

3． 現場カメラに AI処理機能を搭載する場合
に求められる機能

（1）AI処理の手法
人物検知等の映像を処理する AI 機能の実現方法

は，高速な GPU を必要とする。そのため，高速 GPU
搭載 PC で画像処理を行う必要がある。その手法とし
ては，カメラ画像そのものを送り，クラウド上の AI
処理サービスを利用する方法（AWS の Amazon 
Rekognition サ ー ビ ス，Google Cloud Vision API，
Microsoft Azure Cognitive Services など）と，カメ
ラ自体に AI 処理機能を持たせる方法がある。

カメラ画像をクラウドで処理する場合，カメラ映像
を，検出が必要な期間中ずっと送り続ける必要がある

（図─ 4）。LTE 回線を前提とした場合，24 時間の通
信は現実的ではない。また，通信回線の問題で，カメ
ラ画像の再送等が起こると，検知期間のトビが発生し
てしまう。また，カメラ映像がスムーズにクラウドに
送られて結果を返すまでにどうしてもタイムラグが起
きる。そのため，安定した通信帯域を確保するため，
画像サイズを小さくする等の工夫が必要となる。

カメラで，AI 処理を行う場合，画像データのやり
取りはカメラ内で完結でき，インターネットへの画像
データの送信は原則必要としない。そのため，通信量
は通知メールのサイズのみで済む。また，カメラ側で
検知をするため，カメラの I/O を対応した回転灯等
に接続することで，タイムラグ無しに検知結果の通知
が可能となる（図─ 5）。

固定式監視カメラのような有線接続で通信環境を一
定レベルに調整できる場合であれば，安定して通信が
できる範囲に AI 処理機能を搭載した PC を用意し，
そちらで AI 処理を行うことで検知することも考えら
れる。カメラと AI 処理用 PC を分離することで，カ
メラ内の空間的な制約に縛られることなく，必要な
GPU を搭載することが可能となる。無線接続が前提
の移動式カメラの場合，ローカル 5G の普及が進めば
可能となる組み合わせだ。

（2）エッジでの AI処理を可能とした手法
当社の AI 機能は，広く普及している LTE 通信を

前提とし，通信環境が安定していない場合でも対応で
きるように，カメラ内に処理用のミニ PC を搭載した
エッジ AI 処理タイプとなっている。

さらに，ミニ PC で AI 処理することを前提として，
GPU を使う AI モデルの調整を行い，CPU だけで検
知できるレベルとして，検知精度を 80％程度に抑え
た。現状利用可能な LTE の通信環境では，クラウド
上で処理する場合でも，他の AI 処理用 PC に画像を
送るにしても通信量が大きすぎるため，エッジ AI 処
理を行うことで，通信量を極力抑える方式としている
ためだ。

また，当社の人物検知機能の特徴として，モニタリ
ングミックスをある程度の高さの場所に設置すること
を考慮し，見下ろす形での検知率を優先させた。これ
により，足元が見えているほうが，検知率が高くなっ
ている。これは，傘を差した場合でも人として検知す

図─ 4　クラウドでAI 処理を行う場合

図─ 5　カメラでAI 処理を行う場合
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るようにするためだ。
当社のAI用カメラは，ミニPCで動くAIモデルや，

AI ソリューションであれば，他社のソリューション
であっても比較的容易に搭載することが可能である。
実際に当社オリジナルの人物検知ソリューション以外
にも複数の AI ソリューションを搭載して使っても
らっている事例がある。

4．おわりに

工事現場向けカメラの前提条件として求められる機
能について論じた。

工事現場の特徴として，比較的短期間に監視対象範
囲が移動していく。そのような場合，一般的な固定式
の監視カメラソリューションはなじまない。

現在広く一般的に普及している LTE 通信環境を前
提とした場合，画素数よりも PTZ の機能を優先すべ
き理由として，撮影範囲と画角の関係を上げた。

現実問題として，当社の所在地である宮崎の山間部
等 100 万画素でギリギリ通信可能な領域が広がってお
り，残念ながら 200 万画素カメラで安定的な工事現場
向け通信は難しい。今後，5G の通信エリアの広がり
に応じて，画素数を上げていくことは十分可能と思わ
れるが，その場合でも，都会の工事現場で利用するの
か，それとも 5G 通信がまだできていないエリアで利
用するのかで，工事現場向けカメラを使い分ける必要
がある。

当社が今回NETIS登録したMICS-AIについては，
現状の LTE 通信環境を前提に，ミニ PC をカメラに
搭載したうえで，そのミニ PC の処理能力を前提とし
た製品となっている。搭載 PC の能力を引き上げてよ
り高精度な検知を可能とすることも計画中である。

また，今後，ローカル 5G が普及すれば，クラウド
経由の AI 処理ではなく，ローカル 5G 内での AI 処
理をできるようになる。ローカル 5G を前提としたミ

ニサーバークラスで処理できる AI 処理機能の開発に
着手しており，今期中には発表できる予定である。
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